
Ⅰ．貸  借  対  照  表

(平成２３年６月３０日現在)

　　（単位：百万円）

科      目 金     額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 ２６，４３０ 流 動 負 債 ２６，５２８

現金及び預金     ４，３３８ 買掛金 １４，００４

受取手形 ２２ 短期借入金 ４，５５１

売掛金 ２，３５８ 一年内返済予定長期借入金 ２００

商品 １７，８９３ 未払金 ３，６５８

預け金 １ 未払費用 ９９３

前払金 ９ 未払法人税等 ３４

前払費用 ６８４ 未払消費税等 ４１

一年内回収予定長期貸付金 １１ 預り金 １，０５２

未収入金 ９２８ 前受収益 ２１１

その他 １８７ 前受金 ２３６

貸倒引当金 △ 　１ 災害損失引当金 ２３８

デリバティブ負債 １，１９１

店舗閉鎖損失引当金 ４０

資産除去債務 ５９

固 定 資 産 ３６，７７６ その他 ２０

 有 形 固 定 資 産 ２４，４９０ 固 定 負 債 ６，８３７

建物 １１，１６８ 長期借入金 １５０

構築物 ２３６ 長期未払金 ６，０２２

車両運搬具 ０ 預り保証金 ５６９

工具器具備品 ３，１１２ 資産除去債務 ２５

土地 ９，９１７ 環境対策引当金 ７１

建設仮勘定 ５７

 無 形 固 定 資 産 ７４７

借地権 ６６０ 負 債 合 計 ３３，３６５

ソフトウエア ８５ ( 純 資 産 の 部 )

その他 ２ 株主資本 ２９，８５１

 投 資 そ の 他 の 資 産 １１，５３９ 資  本  金 ４，０００

投資有価証券 １，１９２

関係会社株式 ２１ 資本剰余金 ５，５１６

長期貸付金 １４９  資本準備金 ５，５１６

関係会社長期貸付金 ９９

長期未収入金 ６８８

長期前払費用 ３９ 利益剰余金 ２０，３３５

敷金保証金 １１，４３３  その他利益剰余金 ２０，３３５

破産更生債権等 ８８１ 繰越利益剰余金 ２０，３３５

その他 ３０ 評価・換算差額等 △１０

貸倒引当金 △ ２，９９３ その他有価証券評価差額金 △１０

純　資　産　合　計 ２９，８４１

資  産  合  計 ６３，２０６ 負債純資産合計 ６３，２０６

科      目 金     額



Ⅱ．損  益  計  算  書

自 平成２３年５月　１日

至 平成２３年６月３０日

（単位：百万円）

科            目 金           額

売上高 ２１，９２６

売上原価 １７，３４３

売上総利益 ４，５８３

販売費及び一般管理費 ４，４６２

営業利益 １２１

営業外収益

受取利息及び受取配当金 ４

紹介手数料 １１

その他 ４６ ６１

営業外費用

支払利息 ５

為替差損 ９

デリバティブ損失 １０

その他 ５ ２９

経常利益 １５３

特別利益

固定資産売却益 １

その他 ４０ ４１

特別損失

固定資産除却損 ８

店舗閉鎖損失 ３

和解金 ５

営業補償損失 ２３７

その他 １８ ２７１

税引前当期純損失 ７７

法人税、住民税及び事業税 ２４

当期純損失 １０１



（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本

合計

前期末残高 ５,５１６ ２０，４３７ ２０，４３７

当期変動額

　当期純利益 △１０１ △１０１

当期変動額合計 △１０１ △１０１

当期末残高 ５,５１６ ２０，３３５ ２０，３３５

評価・換算差額等

純資産合計

　

 

前期末残高

当期変動額

　当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

△１１

１

その他有価証券

評価差額金

５,５１６

２９，８４１

△１１２

△１１

△１０１

△１０

△１１

△１０

差額等合計

△１０１

４,０００ ２９，８５１

２９，９５４

Ⅲ．株主資本等変動計算書

４,０００ ２９，９５３

自　平成２３年５月　１日

至　平成２３年６月３０日

△１０１

評価・換算

△１１

△１１

１

利益

剰余金

合計

資本金

資本

剰余金

合計

資本準備金

５,５１６

繰越
利益

剰余金



Ⅳ．個別注記表

（１）重要な会計方針に係わる事項

1.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（３）デリバティブ

　　　時価法を採用しております。

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

よって算定）によっております。ただし、生鮮食品については最終仕入原価法、自動車販

売事業については、個別法によっております。

3.固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　　２ ～　５０年

器具備品　　　　　　　　４ ～　２０年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

　　　づく定額法を採用しております。

（３）リース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

　　　計上しております。
（２）店舗閉鎖損失引当金

　　　店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる損失額を計上しており

　　　ます。

（３）災害損失引当金

　　　東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用又は損失に備えるため、当会計

　　年度末における見積額を計上しております。

（４）環境対策引当金

　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、PCB

　　（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる

　　　額を計上しております。

5.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

6.消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。



7.決算日の変更に関する事項
当社は決算日を毎年4月30日としておりましたが、当社の親会社である株式会社ドン・キホーテ
の事業年度の末日が毎年6月30日であることを勘案し、事業年度を一致させることにより効率的
な業務遂行を行うため、平成23年4月28日開催の臨時株主総会の決議により決算日を毎年6月30
日に変更しております。
この変更に伴い、決算期変更の経過期間となる当事業年度は、平成23年5月1日から平成23年6月
30日までの2ヶ月間となっております。

（２）追加情報

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及
び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の
変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年
12月4日）を適用しております。

（３）貸借対照表に関する注記
　　　1.担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　（1）担保に供している資産

定期預金 １３ 百万円

建物 ２，９３１ 百万円

土地 ４，５７５ 百万円

差入敷金保証金 ４，４９０ 百万円

投資有価証券 ６ 百万円

計 １２，０１５ 百万円

　　　　（2）担保に係る債務

未払金 ３７８ 百万円

長期リース債務 ８ 百万円

長期未払金 ４，５４２ 百万円

買掛金 ５ 百万円

計 ４，９３３ 百万円

      2.有形固定資産減価償却累計額 １３，９６７ 百万円

　　　3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ５４１ 百万円

長期金銭債権 １７４ 百万円

短期金銭債務 １０，８４７ 百万円

長期金銭債務 ４７３ 百万円

（４）損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引高

商品売上高及び店舗賃貸料他 ６８ 百万円

商   品   仕    入   高 １，８６４ 百万円

販売費及び一般管理費 ９５４ 百万円

営業取引以外の取引高 ２８３ 百万円
２．期末棚卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損

が売上原価に５６８百万円含まれております。



（５）株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末日における発行済株式数に関する事項

普通株式 株

２．当事業年度末における自己株式の数に関する事項

普通株式 株

（６）金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社は、資金運用については短期的ものについては預金等に限定しております。
長期的なものにつきましては、投資有価証券及びデリバティブ取引を行っております。
また、当社は小売業者である為、売掛金になるものはクレジット取引による信販会社向け債権
が多く、卸売事業による売掛金・受取手形は与信管理によって、リスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。
借入金の使途は設備投資資金であります。なおデリバティブは内部管理規程に従い、行って
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成23年6月30日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて
おりません。

（単位:百万円）
項目 貸借対照表計上額（※６） 時価（※６） 差額

(1) 現金及び預金
(2) 受取手形及び売掛金（※１）

貸倒引当金

(3) 一年内回収予定長期貸付金（※

貸倒引当金
11 11 0

(4) 未収入金（※３）
貸倒引当金

―
(5) 投資有価証券
(6) 長期貸付金（※４）

貸倒引当金

(7) 長期未収入金（※５）
貸倒引当金

(8) 敷金保証金

(9) 買掛金
(10) 短期借入金
(11) 一年内返済予定長期借入金
(12) 未払金
(13) 未払費用
(14) 預り金
(15) 長期借入金
(16) 長期未払金

デリバティブ取引
※１.受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※２.一年内回収予定長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※３.未収金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※４.長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※５.長期未収金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※６.負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

負債計 (26,198)

資産計 11,086 11,149

(1,590) (1,559)

(3,658)

(151)

(200)

(14,004)

(993)

―

△ 2
79

1,185 1,185

―
(4,551)

△ 1

(14,004)
(4,551)
(201)

256

(993) ―

―

―

63
1,9761,912 64

△ 10256 246

(1,191)

(150)
(1,052)

(26,167)

(1,052)

(1,191)

△ 1

△0

77 86

2,3792,379

△0
928 928

9

31

７６

2,380
4,3384,338

31
―

―

(3,656) 2

△ 1
―

11

928

△0



（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（４）未収入金、（９）買掛金
（１０）短期借入金、（１２）未払金、（１３）未払費用、（１４）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（５）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（３）一年内返済予定長期貸付金及び（６）長期貸付金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

（７）長期未収入金
　　これらの時価については、回収される金額を一定の利率で割り引いて算定する方法に

よっております。
（８）敷金保証金

敷金保証金の時価の算定については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な
指標に、信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算出しております。

（１１）一年内返済予定長期借入金、（１５）長期借入金、（１２）未払金、（１６）長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
証券会社より届けられる時価情報によっております。

市場取引以 株式 オプション
外の取引 取引 ― △1,191 △1,111

（※1）時価の算定方法は、当該契約を締結している証券会社から提示された価格を使用して
おります。なおヘッジ会計は適用されません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:百万円）

項目 貸借対照表計上額（※２）
（1） 投資有価証券
（2） 関係会社株式
（3） 長期貸付金（※１）

貸倒引当金

（4） 関係会社長期貸付金（※１）
貸倒引当金

（5） 長期未収入金（※１）
貸倒引当金

（6） 敷金保証金（※１）
貸倒引当金

（7） 破産更生債権等（※１）
貸倒引当金

（8） 長期未払金
(9) 長期預り金

※１．長期貸付金、関係会社長期貸付金、長期未収入金
　　　敷金保証金及び破産更生債権等につきましては個別に
　　　計上している貸倒引当金を控除しております。
※２．負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

（１）投資有価証券、（２）関係会社株式、（３）長期貸付金、（４）関係会社長期貸付金
（５）長期未収入金、（６）敷金保証金、（７）破産更生債権等、（８）長期未払金及び
（９）長期預り金

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができません。
したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の表示を
しておりません。

1,999

契約額等のう
ち1年超

（百万円）

時価
（百万円）
（※1）

評価損益
（百万円）

区分
対象の
種類

取引の種類
契約額等

（百万円）

9,521

(569)

△ 1,542
7,979

881
△ 875

6
(4,432)

27

△ 70
―
99

△ 99

7

―
432

△ 405

21
70



（７）賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、北海道その他の地域において、賃貸用の土地、建物を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

　　　 金額であります。

（注2）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

　　　 （指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（８）税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、貸倒引当金損金算入限度超過額、関係会社株式評価損及び繰越

欠損金であります。繰延税金資産については、評価性引当金を全額計上しております。

（９）リースにより使用する固定資産に関する注記

1.オペレーティング・リース取引

　賃貸借契約によるリース取引
　未経過リース料 １年以内 2,010百万円

１年超 9,966百万円
合　　計 11,976百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項
　　　が付されているものについて記載しております。

（１０）資産除去債務関係

当事業年度末（平成23年6月30日）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要
営業店舗施設の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から6年～31年と見積り、割引率は0.45％～2.15％を使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 84百万円
時の経過による調整額 0百万円
期末残高 84百万円

貸借対照表計上額

6,537 8,174

時価



1．親会社 （単位：百万円）

親会社 ㈱ドン・キホーテ 被所有 商品の供給 １，８６４ 買掛金 ３，２６７

　直接100.0％

CMSによる ＣＭＳ預入（注３） ２５，８２５

資金管理 ＣＭＳ払い出し（注３） ２５，６３７

利息の支払 ３

クレジット クレジット取扱（注４） ３，３３９

加盟店契約 クレジット回収（注４） ３，２１３

2.兄弟会社等 （単位：百万円）

（注１）

親会社の 日本商業施設㈱ 店舗におけ 店舗の賃貸 ３７８ 前受収益 ２０５

（兼任） 未払金 ７３

子会社 ３人 るテナント １，５３７ 預り金 ８２９

事業運営 １，６２２ 長期預り金 ４６９

両替機預託金返還 １６４

退職金支払 旧おあしす従業員退職金一時払 １０

営業補償損失 旧町田店及び上大岡店営業補償 ２３７ 未払金 ３７

親会社の フィデック㈱ ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ ２，１１１ 買掛金 ７４７

子会社 (注５）

紹介手数料 紹介手数料入金 １１ 未収金 ６

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（注３）グループ内資金の円滑運用のためにＣＭＳ契約を締結し運用しております。約定利息は市場金利を勘案した率

　　　　ておこなっております。又、ドン・キホーテの基幹システム利用店舗店舗の売上金等は一旦ドン・キホーテに

　　　　預け入れを行っております。

（注４）クレジット取引に関し包括的加盟店契約を締結しております。取引条件等は他の業者に準じております。

（注５）当社の仕入先が、当社への営業債権に対してファクタリングサービスを利用したものです。

―

買掛債務の支払

属性 会社等 議決権等の所有 関係内容

兼任等 の関係

テナント売上預り金返金

の名称 （被所有）割合 （注２）

取引金額 科目取引の内容

役員の 事業上

取引金額 科目

短期借入金４，５５１

期末残高

の名称 （注２）

（１１）関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等 議決権等の所有 取引の内容関係内容

（被所有）割合 兼任等 の関係

（兼任）

３人

役員の 事業上

商品の仕入

期末残高

テナント売上預り金回収



１．１株当たり純資産額 ３９２，６４２，７２０円０７銭

２．１株当たり当期純利益 △１，３３０，２６２円６８銭

（△１株当たり当期純損失）

債務免除による特別利益の計上

　当社は、債務（長期未払金）の一部について債権者と交渉の結果

平成23年9月22日付で債務免除に関する合意書を締結いたしました。

当該合意書に基づき、平成23年9月30日（予定）に債務の一部弁済を

行うことにより、残債務の全ての債務免除が得られることとなりま

した。これにより1,782百万円の特別利益（債務免除益）を計上する

見込みであります。

　　　特にありません。

（１２）１株当たり情報に関する注記

（１３）重要な後発事象に関する注記

（１４）その他に関する注記


